




































1 ） シリコンサイクルとは、供給不足→価格堅調→設備増強→供給能力向上→供給過剰→投資抑制→供給能力低下が 4年程度の周期
で発生し、好不況の波を繰り返している。

































































4 ） 電子情報技術産業協会 ICガイドブック編集委員会（2009），242ページ．
5 ） 肥塚浩（2010），28-29ページ．
6 ） 習熟効果とは、「一般的にある製品を生産されるために必要な製品 1単位当りの直接労働の投入量が、累積生産量の増加につれ
て一定の割合で減少する」（電子情報技術産業協会（2006），32ページ．）
7 ） 2. WSTS 2018年春季半導体市場予測の結果，［https://www.jeita.or.jp/japanese/stat/wsts/docs/ 20180605WSTS.pdf］（最終検索日：
2018年 8月 8日）
8 ） 湯之上隆（2009），図 3-3．
 原出所は泉谷渉（2004），『図解　半導体業界ハンドブック』，90ページ，東洋経済新報社．
9 ） 石島達晃（2011），20ページ．

























































11 ） SEMI reports 2017 global semiconductor equipment sales of $56.6，［https://electroiq.com/ 2018/04/ semi-reports-2017-global-
semiconductor-equipment-sales-of-56-6b/］（最終検索日：2018年 8月 8日）
12 ） 2017年の半導体製造装置メーカーランキングȂ日本勢トップはTEL，［https://news.mynavi.jp/ article/20180427-622962/］（最終検索日：
2018年 8月 8日）
13 ） 2014年 10月に旧社名大日本スクリーン製造は、持株会社体制に移行し、社名を「株式会社 SCREENホールディングス」としている。
































の 2000年 3月期から 2018年 3月期までの営業利
益率（連結）の記述統計量は、以下のとおりであ
る（図表 2）。



















14 ） 2000年 3月期から 2018年 3月期までの期間で、半導体製造装置企業売上高上位 10社にランキングされたことのある上場企業
のうち、3月決算会社を抽出した。




ム以外に 3つの事業セグメントがある。このうち最も売上高の大きい先端産業部材の 2018年 3月期における売上高セグメント利
益率は 1.3％と低いことから、全社の営業利益率に大きく影響しているものと考えられる。
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